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【事案の概要】

○ 就業構造基本調査は、全国及び地域別の就業構造に関する基礎資料を得ることを目的として、５年ごとに実施されている。次回調査は令和４年に予定されて

いる。

○ 調査は、国から各地方公共団体に委託して行われており、調査に要する費用（手当、旅費、消耗品費等）を委託費として交付している。平成29年度は、予算

額2,206百万円のうち、2,059百万円（約93%）が地方公共団体への委託費となっている。

総 括 調 査 票

調査事案名 （５）就業構造基本調査（周期統計調査経費）
調査対象
予 算 額

平成29年度：2,206百万円
（参考 令和３年度：９百万円）

府省名 総務省
会計 一般会計

項 統計調査費 調査主体 本省

組織 総務本省 目
統計調査費、

統計調査地方公共団体委託費ほか 取りまとめ財務局 －

①調査事案の概要

就業構造基本調査の概要

明日への統計2017「平成29年就業構造基本調査の概要」（総務省統計局）

（https://www.stat.go.jp/info/guide/asu/2017/index.html）を加工して作成

https://www.stat.go.jp/info/guide/asu/2017/index.html
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①インターネット環境の無い世帯が多い

②操作に不慣れな世帯が多い

③オンライン回答に非協力的な世帯が多い

④世帯への周知・協力依頼の手段が不足

⑤調査員から世帯への説明にバラツキがある

⑥オンライン回答システムの利便性が悪い

⑦その他（内容記入）
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【図３】オンライン回答率と高齢化率
＜都道府県別＞

②調査の視点

総 括 調 査 票

調査事案名 （５）就業構造基本調査（周期統計調査経費）
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③調査結果及びその分析 ④今後の改善点・検討の方向性

２.オンライン調査について

１.地方公共団体委託費について

○ 地方公共団体への委託費の執
行状況はどうか。例えば、委託
費の６割を占める統計調査員手
当については、オンライン回答
による効率化の効果は適切に反
映されていたか。

【調査対象年度】
平成29年度

（平成29年就業構造基本調査
オンライン調査については、
令和２年国勢調査の事例を調査）

【調査対象先数】
総務省統計局１ヵ所
都道府県47ヵ所
県庁所在市47ヵ所
（東京都は練馬区）

１.地方公共団体委託費について

２.オンライン調査について

○ オンライン調査については、
オンライン回答率の高い地方公共
団体の取組も参考にしながら、各
地方公共団体においても積極的に
推進を図る必要がある。

○ その際、統計調査員について
は、オンライン調査を推進してい
く観点から研修等を通じて指導育
成を図る必要がある。

１.地方公共団体委託費について

○ 統計調査員手当等、地方公共団
体委託費の算定にあたっては、オ
ンライン化による効率化の効果を
適切に反映させるべき。

○ 平成29年調査で、オンライ
ン回答率は20.4%にとどまって
いるが、更に高める余地があ

るのではないか。

以上、オンライン調査について
は、回答者の利便性向上だけでな
く、調査の効率化・予算の節減に
繋がることから、積極的に推進す
るとともに、地方公共団体委託費
についても、効率化を図るべき。

また、他の統計調査についても、
同様の観点から予算の効率的・効
果的な執行に努めるべきである。

・ 就業構造基本調査の「統計調査員手当」は、実際の稼働日数にかかわらず、調査員１名当たりの定額の単価（東京都の場
合：１名当たり40,070円）に基づいて調査員に支給されている。

２.オンライン調査について

・ 調査員側の課題については､右【図４】
のとおり、平成29年就業構造基本調査に
おける統計調査員毎のオンライン回答率
を調査したところ、調査員によって大き
な個人差が見られた。このため、個々の
調査員の取組により、オンライン回答率
を高められる可能性も示唆される。

・ 平成29年調査は、オンライン調査が初めて全面導入されており、オンライン調査が一部地域のみだった前回（平成24年）
調査とは調査方法が異なっていたが、調査員手当の単価は、平成24年調査と同じ稼働日数見込み（5.4日）に基づいていた。

・ 上記単価は、調査員１名当たりの「１調査区（16世帯）に要する稼働日数の見込み（5.4日）×地域毎の日当（東京都の
場合：7,420円）」（10円未満切り上げ）により算出されている。

寺﨑

・ 直近の類似の統計調査である令和２年国勢調査時のオンライン回答率の
向上に向けた課題について地方公共団体の認識を調査したところ、右【図
２】のとおり、世帯側の課題（インターネット環境の無い世帯が多い等）
を挙げる回答が多く、「その他」の回答の中でも、高齢世帯に関する課題
（高齢者が多いためオンライン回答率が上がらない等）を挙げる意見が10
件あった。一方で、調査員側の課題（世帯への説明にバラツキがある）を
挙げる回答も見られた。

・高齢化率は人口推計(令和元年)令和2年4月14日公表（総務省）

・ 今回の予算執行調査の結果を踏まえれば、（定量的な削減効果は把握で
きなかったものの）オンライン調査により、調査員の稼働時間は一定程度
削減されるものと考えられることから、平成29年の稼働日数見込みは、実
際に要した日数を上回っていた可能性がある。

・ 平成29年調査における、オンライン調査による効率化の効果を調査する
ため、各地方公共団体に対し、実際の調査員の稼働日数を定量的に把握し
ているかを調査したものの、把握している地方公共団体はなかった。

・ 他方、直近の類似の統計調査である、令和２年国勢調査におけるオン
ライン化による効果について、地方公共団体の認識を調査したところ、
右【図１】のとおり、44団体（回答全体の５割弱）が、「調査員の稼働
時間・人数削減」につながっていると回答した。

・ 世帯側の課題については、下【図３】のとおり、各都道府県のオンライ
ン回答率には差があるが、高齢化率とオンライン回答率の間には、必ずし
も強い相関はなく、オンライン回答率全国１位の県は、高齢化率全国14位
であった。また、インターネット利用率とオンライン回答率の間にも、必

ずしも強い相関は見られなかった。この
ため、オンライン回答率は、必ずしも高
齢化など世帯側の状況にのみ影響される
ものではなく、地方公共団体の取組次第
では、オンライン回答率を高められる可
能性も示唆される。
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①調査員の稼働時間・人数削減

②賃金職員の稼働時間・人数削減

③非常勤職員の稼働時間・人数削減

④職員の稼働時間削減

⑤交通費の削減

⑥備品・消耗品の削減

⑦集計の迅速化

⑧回収率の向上

⑨回答内容の正確性の向上

⑩世帯からの問い合わせの減少

⑪その他（内容記入）

【図１】オンライン化による効果について地方公共団体の認識

回答数(件）

(注）都道府県、市区計94団体の回答（複数選択可）

【図２】オンライン回答率の向上に向けた課題について地方公共団体の認識
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(注）都道府県、市区計94団体の回答（複数選択可）
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【図４】 統計調査員毎のオンライン回答率
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（注）今回の予算執行調査において、統計調査員毎のオンライン回答率等
について回答のあった17団体（調査員数合計2,869人）を集計
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